
第５回検討会における主な御意見の概要
（高専新設）

〇 質保証の観点から、ディプロマ・ポリシー（DP）を踏まえた教育課程を明確化するとともに、地域・産業界の参画・協
力を得るための枠組みを整備することが重要。

〇 地域産業クラスターや自治体等と連携し、地域インフラや産業を支える人材を育成するとともに、地域における高専の
人材供給機能を明確化することが重要。

〇 地元定着の促進に向け、地域産業界との接点の充実、学修成果・実践経験の見える化、地域企業の魅力発信等
を進めることが重要。

〇 地方における教員確保に向け、多様な働き方を支える環境整備等を進めることが重要。

（新たな分野）

〇 専門分野に加え、既存分野との融合を図り、分野横断的な視点を備えた人材を育成することが重要。

〇 大学や産業界との連携の下、到達目標や評価方法を明確化するとともに、高専としての教育モデルを構築することが
重要。

〇 地域特性や産業ニーズを踏まえ、実験・実習やフィールドワークを取り入れた柔軟な教育課程を編成することが重要。
また、新たな分野に対応した教育モデル構築のための支援が必要。

（実務家教員）

〇 学術的知見を有する教員と実務家教員が連携・補完し合う教員体制を構築することが重要。

〇 実務経験や専門的知見を適切に評価し、多様な人材が教育に参画しやすい仕組みを整備することが重要。

〇 クロスアポイントメント等の多様な雇用形態や柔軟な教員配置を進めるとともに、教員人材の育成・確保や処遇改善
について検討することが重要。

資料１
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（第６回検討会）

 高専教育の質と特色を維持しつつ、入学後の興味・関心の変化や進路希望の変更への対応、大学との円滑な接続、海外
留学の促進、主体的な学修機会の確保、学びのセーフティネットの確保、社会や産業構造の変化に対応した教育課程や学
修の在り方への対応等の観点から学修の柔軟性をどのように確保していくべきか。また、現在行われている取組はどのようなも
のか。

現行制度でも一定の柔軟な対応は可能であるが、以下のような課題もある。

〇 海外留学や長期インターンシップ等に参加する学生について、留学先等での学修成果を適切に評価できる場合であっても、学年配当された必
修科目との関係で履修計画の調整が必要となる場合がある。

  〇 企業・地域との実践プロジェクトや起業活動等、一定期間を要する学外学修を教育課程に組み込む場合、当該期間に履修する科目との関
係で履修計画の調整が必要となる場合がある。

〇 特定分野において高い能力を有する学生が、上位学年相当の科目の先行履修や大学・他機関における学修に取り組む場合、学年を基本と
した教育課程との調整が必要となる場合がある。

 〇 PBL、海外留学、長期インターンシップ、大学等との共同教育プログラムなど、学生の主体的な学修を重視した多様な教育活動を教育課程に
位置付けるにあたり、学修単位科目の上限が制約となる場合がある。

 高専における一般科目は、専門科目とバランスよく配置され、豊かな教養と広い視野を育むとともに、専門知識・技術の修得に
必要な学問的基礎を養う役割を担っている。グローバル化の進展を踏まえ、専門教育と連携した実践的な語学教育や海外留
学等の国際交流機会の充実をどのように図るべきか。 また、現在行われている取組はどのようなものか。 

今後の高専教育等について（議論用の論点）

● 中間整理を踏まえ、社会・産業構造の変化や学生のニーズの多様化を踏まえた今後の高専教育について、質保証の観点
及び各柱の項目を横断する観点から、各高専における取組も踏まえつつ、以下の点についてご議論いただきたい。
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日本の教育資格枠組み（JEQF）

（出典）大学改革支援・学位授与機構資料

修了証書：高等専門学校３年次修了
・高等専門学校は後期中等教育（レベル3）から始まる5年制課程の高等教育機関で
ある。3年次修了者には大学入学資格が与えられる。

Certificate of Completion: 3rd grade of regular course, college of technology (KOSEN)
・Colleges of Technology (KOSEN) are five-year higher education institutions that start 
at the upper secondary education (level 3). Students who complete the third year are 
eligible for university admission.
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学年制による教育課程編成等について

〇学校教育法施行規則

第百七十九条学第五十七条（第二項を除く。）から第六十二条まで、第九十条第一項及び第二項、第九十一条、第九十二条第一項、第九十四
学条、第九十五条、第百四条第三項、第百六十四条から第百六十六条まで並びに第百六十九条から第百七十二条の二（第三項を除く。）までの
学規定は、高等専門学校に準用する。 この場合において、第百六十四条第一項中「第百五条」とあるのは「第百二十三条において準用する第百
学五条」と、同条第三項中「第九十条第一項の規定により大学」とあるのは「第百十八条の規定により高等専門学校」と、同条第四項中「大学設
学置基準、大学通信教育設置基準、専門職大学設置基準、大学院設置基準、専門職大学院設置基準、短期大学設置基準、短期大学通信教育設
学置基準及び専門職短期大学設置基準」とあるのは「高等専門学校設置基準」と、同条第五項中「大学設置基準第三十一条第二項、専門職大学
学設置基準第二十八条第二項、短期大学設置基準第十七条第二項及び専門職短期大学設置基準第二十五条第二項の規定による単位の授与
学の有無」とあるのは「高等専門学校設置基準第二十一条第二項の規定による単位の修得の認定の有無」と、同条第六項中「第百五条」と あ
学るのは「第百二十三条において準用する第百五条」と読み替えるものとする。

（参考学単位制高校に係る規定）

第百三条学高等学校においては、第百四条第一項において準用する第五十七条第一項（各学年の課程の修了に係る部分に限る。）の規定にか
学かわらず、学年による教育課程の区分を設けないことができる。
２学前項の規定により学年による教育課程の区分を設けない場合における入学等に関する特例その他必要な事項は、単位制高等学校教育規
２程（昭和六十三年文部省令第六号）の定めるところによる。

教育課程等に関する規定①

学校教育法施行規則

第五十七条学小学校において、各学年の課程の修了又は卒業を認めるに当たつては、児童の平素の成績を評価して、これを定めなけれ
学ばならない。
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〇高等専門学校設置基準

（教育課程の編成）

第十七条学高等専門学校は、学校教育法施行規則第百七十九条において準用する同令第百六十五条の二第一項第一号及び第二号の規定に
学より定める方針に基づき、必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。
２学教育課程は、各授業科目を各学年に配当して編成するものとする。
３学各授業科目の単位数は、三十単位時間（一単位時間は、標準五十分とする。第七項において同じ。）の履修を一単位として計算するものと
３する。
４学前項の規定にかかわらず、高等専門学校が定める授業科目については、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をもつ
３て構成することを標準とし、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行う授業の方法に応じ、当該授
３業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね十五時間から四十五時間までの範囲で高等専門学校が定める時間の
３授業をもつて一単位として単位数を計算することができる。
５学前項の規定により計算することのできる授業科目の単位数の合計数は、六十単位を超えないものとする。
６学前三項の規定にかかわらず、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位の修得を認定すること３ 
３が適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。
７学第一項に定める授業科目のほか、高等専門学校においては、特別活動を九十単位時間以上実施するものとする。

多様な学習形態の活用

（授業の方法）
第十七条の二学高等専門学校は、文部科学大臣が別に定めるところにより、授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室
学等以外の場所で履修させることができる。
２学高等専門学校は、授業を、外国において履修させることができる。 前項の規定により、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行
学う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様とする。
３学高等専門学校は、文部科学大臣が別に定めるところにより、授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場所で行うことができる。

他機関での学修認定

（高等専門学校以外の教育施設等における学修等）
第二十条学高等専門学校は、教育上有益と認めるときは、学生が行う大学における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該高等
学専門学校における授業科目の履修とみなし、高等専門学校の定めるところにより単位の修得を認定することができる。
２学前項により認定することができる単位数は、前条により当該高等専門学校において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を
３超えないものとする。
３学第一項の規定は、学生が、外国の大学又は高等学校に留学する場合及び外国の大学が行う通信教育における授業科目を我が国において
３履修する場合について準用する。 この場合において認定することができる単位数は、前条及び第一項により当該高等専門学校において修
３得したものとみなし、又は認定する単位数と合わせて六十単位を超えないものとする。

教育課程等に関する規定②
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○ 全国５１校の各国立高等専門学校において416機関と学術交流協定を締結している。

○ 国立高等専門学校を設置する独立行政法人国立高等専門学校機構本部にて30機関と学術交流協定を
締結している。

海外交流の状況について（国立高専）

出典：国立高等専門学校機構２０２５概要 6


	
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	KOSENの英語教育と海外連携
	高専生に英語教育/国際化が, なぜ重要なのか
	秋田高専のグローバルエンジニア育成
	① 段階的な語学教育（グローバルエンジニア育成マップ）
	② 多様な海外研修
	スライド番号 12
	③ キャンパス内の国際化 キャンパスで世界を実感
	KOSEN Global Camp
	タイ高専プロジェクト 1ヵ月研修受入れ
	④ 柔軟な授業編成 グローバルエンジニア実践研修
	⑤ 専門教育と連携した実践英語教育
	挑戦を後押しする留学/海外研修支援制度
	日本型高等専門学校教育制度(KOSEN)の導入支援
	高専機構などとも連携した取組み
	今後の課題と持続可能な展開に向けた展望




